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農学・環境学分野に関する学術研究動向及び学術振

興方策 

―農学・環境学分野における学術成果の社会認知お

よび理学研究の実学への展開― 

大澤 良（筑波大学生命環境系・教授） 

 

学術研究動向調査において「ゲノム編集」「育種」「改変

形質」「新規技術規制」を特に注視するべきワードとして、

1900 年から 2021 年までの文献調査を行った。ピアレビュ

ー論文だけでは 2013年から 214件関連論文が検索された。

内容としては植物科学が多く、次に農学関連および Biote

chnology applied microbiology であり、後者の殆どは耐

病性に関連するものであった。これらの結果はゲノム編集

技術の農学への応用研究が顕著に進んでいることを反映

しているものと理解できる。作物種においてはイネやダイ

ズなど主要作物は当然であるが、意外と雑穀への応用が多

く、難育種素材への応用が期待されていることが予想され

る。また時間軸で見ると難育種素材である果樹における展

開が期待されていることも推察できた。ゲノム編集による

改良形質を分類したところ、育種学において重要な量的形

質の改変、すなわち関連する複数遺伝子をゲノム編集で同

時に改変する目的が増えてきている傾向が認められた。す

でに育成されている優良品種の遺伝子を改変して、さらに

品種の能力を広げるような改変がトレンドである。複数遺

伝子の改変には数十年の年月がかかっていたが、ゲノム編

集技術はこの概念を打ち壊す技術として研究が進められ

ていると言える 

学術振興方策への提言の一環として、高校生物における

遺伝子組換え技術の取り扱いおよびその紹介の仕方を調

査したところ、多くの高校生が学習する「生物基礎」にそ

の記述はなく、「生物」において紹介されていた。しかし、

安全性に関する懸念は記述されているが、同時に安全性評

価までを明記しているとは限らないことが分かった。 

Regulatory Approaches for Agricultural Applicatio

ns of Animal Biotechnologyワークショップ（USDA主催）

への参加および、規制に関する国際的情報交換を行った。

その結果、世界的には今後さらに規制科学の面からのアプ

ローチが増えることが予想された。 

遺伝育種科学・作物生産科学・園芸科学分野に関す

る学術研究動向 

－SDGs 達成に向けた農学研究の潮流－ 

齊藤 邦行（岡山大学大学院環境生命科学研究科・教授） 

 

SDGsが採択された後、政府はその実施に向けた基盤整備

に取り組み，「SDGs推進本部」を設置し、SDGs実施に向け

て取り組む体制を整えた。さらに、「SDGs 推進円卓会議」

を設置して「SDGs実施指針」を決定し、SDGsのゴールとタ

ーゲットを、日本として特に注力すべき 8つの優先課題に

再構築した。政府は、「あらゆる人々が活躍する社会・ジェ

ンダー平等の実現」、「健康・長寿の達成」、「成長市場の創

出、地域活性化、科学技術イノベーション」、「持続可能で

強靱（きょうじん）な国土と質の高いインフラの整備」、

「省・再生可能エネルギー、防災・気候変動対策、循環型

社会」、「生物多様性、森林、海洋等の環境の保全」、「平和

と安全・安心社会の実現」、「SDGs 実施推進の体制と手段」

の優先課題ごとに必要な施策を積極的に推進することと

なった。 

SDGsの達成を目指す農学研究の柱として、スマート農業

技術の確立をあげることができる。スマート農業とは「ロ

ボット、AI、IoT など先端技術を活⽤する農業」と定義さ

れる。水田農業については、30ha規模の家族経営や 100ha

規模の法人経営が、超省力・高生産で環境変化に強い新た

な水田農業を実現することを目標としている。このため、

センシング等から得られる作物の生育情報等の利用技術、

気象情報から病害虫防除や収穫の適期等を予測する技術、

水管理の自動化技術、農業機械の自動化・知能化技術、地

理空間情報を利用した営農管理技術を統合し、将来製品化

を担う企業の協力の下、技術導入が想定される規模の経営

体の現地圃場において実証試験を実施している。また、水

管理データ、生育データや気象データを蓄積、ビッグデー

タ解析し、AIを活用して毎年栽培管理が高度化するシステ

ム構築が行われる。さらに、この目標を達成するためには

国産ゲノム編集技術の開発及びそれによる良食味・多収品

種の開発なども行っている。 

スマート農業技術には土地・作物・気象のセンシングデ

ータに基づく、直播栽培技術、環境保全型農業・有機農業
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技術、精密農業技術、農業生産工程管技術（GAP）、園芸ハ

ウスの省エネ温度管理技術、栽培データ活用技術などが含

まれる。作物の生産性、安定性、高品質、機能性、耐病性、

虫害耐性の基礎となる育種においては、作物のゲノム解析

に基づく遺伝子の特定と、ゲノミックセレクション、ゲノ

ム編集技術による高速育種技術（スマート育種）の開発が

不可欠である。 

 

 

水圏生産科学関連分野に関する学術研究動向－水圏

生産科学が目指す新たな研究展開－ 

武田 重信（長崎大学大学院水産・環境科学総合研究科・

教授） 

 

温暖化や海洋汚染の進行により、海洋生態系および水産

生物資源に危機的な状況が迫っているとの国内外での指

摘を受けて、水圏生産科学に関する高度な研究力と知識を

基盤とする持続可能な社会の実現に向けた議論が活発に

なっている。このような社会的変革を促すプロセスが進行

する中で、水圏生産科学を取り巻く多様な研究者のアイデ

アを統合し、新たな概念を導出するための学際的な研究分

野へと発展させていくことが重要になる。本調査研究では、

水圏生産科学に関わる国内外の学術研究動向を解析し、社

会的ニーズを駆動力として生まれつつある分野融合的な

新規研究領域について検討した。 

水圏生産科学に関連する学術論文の発表数は全分野で

増加傾向にあるが、これまで主流であった漁業に代わって、

水産増殖の伸びが著しい。また、水圏生物や水圏生態系が

この 10 年で堅調な増加を示しており、水圏環境がこれに

続く。これらの分野を牽引している研究キーワードとして

は、遺伝学や気候変動、生物多様性などが抽出された。国

際的に耳目を集める SDGs と関連した水圏生産科学の論文

は、環境科学と政治経済学の分野で増加傾向にあるものの、

まだ発展途上であった。一方、情報科学のキーワードであ

る人工知能、機械学習、ビッグデータは、 水圏生産科学分

野でも出現頻度が増えてきている。特に機械学習に関して

は、農学などを含めた応用研究が多く、データ解析や将来

予測、漁業の最適化などに利用されている。また、文理融

合研究としては、水産政策・水産経営経済学と理工学分野

の連携に加えて、水産環境などでも活性化の傾向がみられ

る。 

このように水圏生産科学関連分野は、漁業や水産増殖な

ど主流となる研究を発展させながら、地球環境や政策・経

済に関する学際研究を取り込み、研究領域を拡大させつつ

ある。この流れを捉えつつ、多様な研究者の共創から生み

出される研究テーマを新たなシーズとして活用すること

で、これまでの学術体系を超えた先導的な研究領域の創成

が期待される。 

 

 

地域環境工学および農村計画学分野に関する学術研

究動向－特に、水環境工学的視点からの流域管理－ 

堀野 治彦（大阪府立大学大学院生命環境科学研究科・教

授） 

 

2015 年に国連サミットで採択された SDGs は、国際社会

共通の課題として 17 目標を示しているが、地域環境工学

や農村計画学はこの 17 目標の多くの部分に関与すると考

えられる。関連国際委員会（学会）においても、地域の目

線を踏まえて地球環境を考えること、すなわち”Think gl

obally、 Act locally”として地道に地域的な懸案事項に

対処することの重要性が改めて訴えられている。例えば、

農業農村工学分野においてはスマート農業の推進などに

より Sustainability に貢献する農業生産の明るい方向性

の検討が進められる一方で、近年頻発する豪雨や地震など

の災害などへの対応も求められている。 

そこで今年度は SDGs をやや意識して地域環境管理を視

野に入れた具体的な研究課題の動向を調査する。特に、自

然環境の基盤となる土や水環境を意識し、水文・水環境工

学がカバーすべき水資源開発、治水・利水管理などの観点

から関連する専門分野の研究動向を整理・分析した。大別

すると、①関連学会等における流域水管理に関わる研究発

表動向、②地域的事例研究の実情視察、③水環境工学で進

展が期待される新手法 DL（深層学習）の可能性、の 3種で

ある。①では、農業農村工学会の本部及び支部発表会、水

環境学会シンポジウムの発表課題を中心に整理したとこ
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ろ、水文・水質、灌漑排水、生態環境、気候変動などの関

連小分野において水管理・水環境に直結する課題が多く見

られ、降雨異常や水資源変動、生態系サービス、物質循環、

ICT などのキーワードが目立った。②に関しては、青森県

稲生川流域で古くから引き継がれてきた利水システムの

視察を行い、農業土木的に培われた技術が適材適所で応用

されていることや、近年の地域研究として水生生物の生息

環境との調和に配慮した圃場整備のあり方が多く検討さ

れていることがわかった。最後に③では、DLに資する外部

のフレームワークが利用できれば比較的廉価なプラット

フォームでも短時間先の洪水予測や利水予測をカバーで

き、古くはエキスパートシステムと呼ばれた対応が担える

可能性が確認された。 

 

 

動物生産科学関連分野に関する学術研究動向 

―動物生産科学における新たな潮流― 

万年 英之（神戸大学大学院農学研究科・教授） 

 

動物生産科学（全般概要）：動物生産科学とは、従来の畜

産学を基礎とし、栄養学、繁殖・発生学、遺伝学、育種学、

などの学問分野を統合する応用的科学分野である。近年の

動物生産学では、より高価値を付加する生産物の開発に加

え、健康的、機能的な生産物の開発を目的とするような研

究が進んでいる。 

動物遺伝育種学分野：動物遺伝育種学は大きく育種学と

遺伝学に分かれていたが、近年家畜における大規模ゲノム

情報が利用できるようになり、それら膨大なゲノム情報の

解析が必須となり、バイオインフォマティクスと呼ばれる

ビックデータを扱う分野が重要な位置を占めるようにな

った。バイオインフォマティクス分野では、ゲノム構造解

析、形質に対する責任遺伝子の同定、ゲノム選抜、mRNAや

タンパク質の発現解析、系統解析など様々な分析手法が考

案されるようになってきている。よって今後は共同研究を

含むバランスの取れた研究推進体制の構築が迫られてい

る。 

 本年度の動向調査は、新型コロナウイルスのパンデミッ

クに伴い、Web やメールを中心とした調査を実施した。具

体的例として、Web で開催された 2 学会に参加し情報を収

集した。また 4名の海外研究者と Webやメールにより研究

動向について質問・議論し、さらにバイオインフォマティ

クスを主とする 3名の国内研究者に対し同様の動向調査を

実施した。今年度調査した研究分野は、家畜の起源・伝播

に関する分子遺伝学的研究、在来家畜の遺伝資源保護と遺

伝学的解析、各種動物種・昆虫・植物・家畜動物の大規模

ゲノム情報を用いたバイオインフォマティクス研究など

である。加えて、この分野の研究動向を探る上で大規模ゲ

ノム情報解析を実際に経験した。結果として、分子遺伝学

者が解析手法にある程度精通して理解をしておくことは

重要であるが、バイオインフォマティクス分野は多岐にわ

たっており、その専門分野の研究者のとの共同研究が極め

て重要であることが示唆された。 

 

 

食料農業経済関連分野に関する学術研究動向 

－農業経済学と境界領域の新たな潮流－ 

前田 幸嗣（九州大学大学院農学研究院・教授） 

 

本調査研究の目的は、食料農業経済関連分野における学

術研究動向について調査分析を行い、農業経済学及び境界

領域の新たな潮流を明らかにすることである。本目的を達

成するに当たっては、農業経済学分野の代表的な学術団体

である日本農業経済学会及び食農資源経済学会等を主な

対象として、原著論文、大会シンポジウム及び個別口頭報

告等のテーマならびに研究手法の変遷を調査分析し、研究

動向を明らかにした。主な結果は次のとおりである。 

１．研究テーマについては、最近の経済環境の変化を背

景に、持続可能な開発目標 SDGs やわが国の労働力不足を

念頭に置いた研究が増えつつある。SDGsについては、生産

効率が悪く環境負荷の大きな食肉生産に代わって、植物由

来の代用肉、培養肉、昆虫食及び昆虫由来食品等、ノベル

フードと呼ばれる新規食品の研究、市場への導入が進みつ

つあるなか、それら新規食品に対する消費者の受容態度や

支払意思額 WTPを分析する研究が特に増加している。一方、

労働力不足については、農業生産及び農産物流通における

過重労働やドライバーの確保難、過疎地及び農山村おける
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農業者の高齢化とそれによる産地の集出荷物流の困難に

関する研究が広がりを見せている。なお、コロナ禍につい

ては、それが食料農業経済に与える影響を研究するにはま

だデータの蓄積が十分でない。しかし、この研究の重要性

は認識されており、今後は急速に増加していくものと思わ

れる。 

２．研究手法については、外因性の識別が重要視される

なか、ラボ実験及びフィールド実験に基づく実験経済学的

な実証研究が増えつつある。その応用範囲は、選好表明、

途上国の代替インセンティブ戦略、オークション及び公共

商品の私的提供など様々な分野へ広がりを見せている。ま

た、地理情報システム GISを利用した空間計量経済学的な

実証研究も増加してきており、以上の実験経済学的ならび

に空間計量経済学的な研究は今後重要度を増していくも

のと思われる。 

 

 

生物有機化学関連分野に関する学術研究動向 

－植物生理活性天然物化学の新たな潮流― 

杉本 幸裕（神戸大学大学院農学研究科・教授） 

 

植物生理活性天然物化学に関する学術研究動向を、植物ホ

ルモン、若手研究者、研究手法に着目して調査した。 

・植物ホルモン研究からみる学術動向：植物生理活性天然

物に関する先端の研究情報が交換される学会の一つであ

る、植物化学調節学会大会の発表内容を、過去 5年にわた

って精査した。発表内容の中心は植物ホルモンであり、研

究発表全体の 50－60％を占めている。2008 年に新規なホ

ルモンとして認知されて以来、ストリゴラクトン研究が活

況を呈してきたが、2018年ころから徐々に研究の焦点が絞

られてきて発表件数も落ち着いてきた感がある。大会によ

って違いはあるが、平均して 7％程度が新規生理活性物質

の探索についての発表である。 

・若手研究者の動向：過去 10 年以内に植物天然物化学に

近い領域で学位を取得したと判断される 86 名の若手研究

者について情報を収集・整理し、学位取得後のキャリアを

追跡した。その結果、2020年秋の時点で、51名がアカデミ

アで活動を続けていることが確認できた。内訳は、准教授

3 名、講師 2 名、助教 18 名、助手 4 名、ポスドク 24 名で

ある。学会や研究会が対面で開催されるようになったら、

詳細な状況の把握に努めたい。 

・研究手法からみる学術動向：様々な植物リソースが整備

されてきており、変異体の解析から生合成遺伝子の解明が

進んでいる。一方、リソースが整備されていない植物でも、

次世代型シーケンサーの急速な普及により、研究グループ

単独で遺伝子発現情報を取得し解析することで、分子レベ

ルでの生合成経路の解析が行われている。その端的な例と

して 2020 年度に発表された論文のなかでは、含塩素アル

カロイドの塩素原子導入に関わる酵素の発見が挙げられ

る。 

 

 


